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最最最近近近ののの統統統計計計調調調査査査結結結果果果かかかららら   
2010 年 8 月 

【平成２２年８月３日（火)～平成２２年８月３１日（火）】 

統 計 調 査 報 告
◇平成２１年雇用動向調査 ８月５日（木）厚生労働省発表  

・入職率（年初の常用労働者数に対する入職者数の割合）は１５．５％と前年差１．３ポイントの上昇、

離職率（年初の常用労働者数に対する離職者数の割合）は１６．４％と１．８ポイントの上昇となっ

た。

・離職者の離職理由別割合をみると、「個人的理由」が６４．８％（前年差８．６ポイント低下）と最も

多く、次いで「契約期間の満了」が１４．６％（同３．９ポイント上昇）、「経営上の都合」１２．１％

（同３．９ポイント上昇）、「定年」が５．３％（同０．５ポイント上昇）などの順となっている。

・転職入職者の賃金をみると、前職の賃金に比べ「増加」した割合は２５．７％と前年差７．５ポイン

トの低下、「減少」した割合は３４．５％と１．０ポイントの上昇、「変わらない」の割合は３８．７％

と６．５ポイントの上昇となった。

◇景気動向指数～６月速報～ ８月６日（金）内閣府発表  

・６月のＣＩ（速報値・平成１７年＝１００）の一致指数は０．１ポイント上昇の１０１．３で２ヶ月

振りの上昇、３ヶ月後方移動平均は０．２７ポイント上昇し１４ヶ月連続の上昇、７ヶ月後方移動平

均は０．９２ポイント上昇し１１ヶ月連続の上昇となった。一致指数の基調判断は、引き続き「景気

動向指数（ＣＩ一致指数）は、改善を示している」となった。なお、先行指数は９８．９で０．３ポ

イントの上昇、遅行指数は８３．４で保合となった。

◇国民経済計算～平成２２年４～６月期・１次速報～ ８月１６日（月）内閣府発表  

・ 平成２２年４～６月期の実質ＧＤＰ（国内総

生産）成長率（季調値）は前期比０．１％（年

率０．４％）となった。

・ 平成２２年４～６月期の実質ＧＤＰ成長率

の寄与度は、国内需要（内需）が－０．２％、

財貨・サービスの純輸出（外需）が０．３％

となった。

◇労働力調査詳細集計～４～６月期平均～ ８月１７日（火）総務省発表 

・平成２２年４～６月期平均の雇用者（役員を除く）（５，０８３万人）のうち、正規の職員・従業員

は３，３３９万人と、前年同期に比べて８１万人減と５期連続の減少となった。非正規の職員・従業

員は１，７４３万人と、前年同期に比べて５８万人増と２期連続の増加となった。

・平成２２年４～６月期平均の完全失業者（３４９万人）のうち、失業期間が「３か月未満」の者は１

１４万人と、前年同期に比べて２６万人の減少となった。「３か月以上」の者は２２１万人と、前年

同期に比べて１７万人の増加、このうち「１年以上」は１１８万人と、２１万人の増加、「６か月～

１年未満」は５２万人と、７万人の増加、「３～６か月未満」は５１万人と、１１万人の減少となっ

た。
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◇平成２１年労働争議統計調査                  ８月１９日（木）厚生労働省発表 

・ 平成２１年の労働争議について、「総争議」の件数は２年連続増の７８０件（前年比１８．７％増）

となった。このうち、「争議行為を伴う争議」は９２件（同１７．９％減）と初めて１００件を下回

り、比較可能な昭和３２年以降、最も少なかった。また、争議行為を伴わないが、労働委員会などの

第三者が解決のために関わった争議は、２年連続増の６８８件（同２６．２％増）となった。 

 

◇消費者物価指数～７月～                      ８月２７日（金）総務省発表 

・ 消費者物価指数（平成１７年＝１００）は９９．２となり、前年同月比は－０．９％と１８ヶ月連続

の下落となった。生鮮食品を除く総合指数は９９．０となり、前年同月比は－１．１％と１７ヶ月連

続の下落となった。 

・ ８月の東京都区部の速報は９８．９となり、前年同月比は１．０％の下落、生鮮食品を除く総合指数

は９８．６となり、前年同月比は１．１％の下落となった。 

 

◇家計調査～７月～                                               ８月２７日（金）総務省発表 

・ 二人以上世帯のうち勤労者世帯の実収入は、前年同月比で実質１．０％の減少。 

・ 実質増減率への寄与度は、世帯主収入が－１．８１％、配偶者の収入が０．１９％、他の世帯員収入

が０．８０％、特別収入が－０．４３％などとなった。 

 

◇労働力調査～７月～                        ８月２７日（金）総務省発表 

◇一般職業紹介状況～７月～                   ８月２７日（金）厚生労働省発表 

・ 平成２２年７月の完全失業率（季調値）は５．２％

と、前月に比べ０．１ポイントの低下となった。男

性は５．５％と前月に比べ０．１ポイントの低下、

女性は４．７％と前月に比べ０．２ポイントの低下

となった。 

・ 平成２２年７月の完全失業者数は３３１万人と、前

年同月に比べ２８万人の減少となった。 

・ 平成２２年７月の雇用者数（季調値）は、５，４４

６万人と、前月差２８万人の増加となった。 

・ 平成２２年７月の有効求人倍率（季調値）は０．５

３倍で、前月を０．０１ポイント上回った。 

 

 

◇鉱工業生産指数～７月速報～                                 ８月３１日（火）経済産業省発表 

・ 鉱工業生産指数（季調値）は前月比０．３％の上昇。製造工業生産予測調査によると、８月、９月と

も上昇を予測している。引き続き「総じてみれば、生産は持ち直しの動きで推移しているものの、足

踏みの動きもみられる。」との判断となった。 

 

◇毎月勤労統計調査～７月速報～                 ８月３１日（火）厚生労働省発表 

・ 平成２２年７月の現金給与総額（規模５人以上）は前年同月比１．３％増。きまって支給する給与は

前年同月比０．５％増となった。また、前年同月比で所定内給与は０．３％減、所定外給与は１２．

１％増、特別に支払われた給与は３．５％増となった。 

なお、実質賃金（総額）は前年同月比２．３％増となった。 

・ 製造業の所定外労働時間（規模５人以上）（季調値）の平成２２年７月は前月比０．２％減。 

 

◇サービス産業動向調査～６月速報～                 ８月３１日（火）総務省発表 

・平成２２年６月のサービス産業の月間売上高は、２３．４兆円、前年同月比３．１％の減少となった。

従業者数は、２６１８万人で、前年同月比１．４％の減少となった。そのうち、職業紹介・労働者派

遣業の月間売上高は、３５５０億６００万円、前年同月比４．２％の増加、従業者数は、２３．５万

人、前年同月比４．７％の減少となった。 
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研 究 会 報 告 等
◇平成２２年版労働経済の分析（労働経済白書）                   ８月３日（火）厚生労働省発表

我が国経済は輸出と生産が持ち直し、個人消費についても経済対策の効果。しかし、外需と経済対策

に依存した経済の拡大は、自律性を備えた景気回復とは言い難く、今後は、所得や雇用の増加、国内消

費の拡大などを中心に自律的な経済循環を創り出すことが課題。

・人員削減を通じて労働生産性を引き上げようとする動きが強まり、生産力の持続的な発展に課題が生

じている

・人件費コストの抑制傾向により、技能蓄積の乏しい不安定就業者が増加し、平均賃金の低下や格差の

拡大がみられる

・今後の着実な経済成長に向け、すそ野広く、より多くの人々に支えられた労働生産性の上昇を目指す

とともに、成長の成果を適切に分配していくことが課題

これらの課題に対して、「長期雇用と人材育成の重視」、「中小企業の人材育成への支援」、「若年層の職

業紹介機能の強化」、「将来を展望した人材育成・確保」、「成長と歩調をあわせた雇用拡大」「労働時間短

縮も含む成果配分」などが掲げられている。  

◇月例経済報告～８月～                                        ８月１０日（火）内閣府発表

景気は、着実に持ち直してきており、自律的回復への基盤が整いつつあるが、失業率が高水準にあるな

ど依然として厳しい状況にある。（前月とかわらず）

・ 輸出は、緩やかに増加している。生産は、緩やかに持ち直している。（前月：持ち直している）

・ 企業収益は、改善している。設備投資は、下げ止まっている。（前月とかわらず）

・ 企業の業況判断は、改善している。ただし、中小企業を中心に先行きに慎重な見方となっている。（前

月とかわらず）

・ 雇用情勢は、依然として厳しいものの、このところ持ち直しの動きがみられる。（前月とかわらず）

・ 個人消費は、持ち直している。（前月とかわらず）

・ 物価の動向を総合してみると、緩やかなデフレ状況にある。（前月とかわらず）

◇月例労働経済報告～８月～ ８月１１日（水）厚生労働省発表 

・ 労働経済面をみると、雇用情勢は、依然として厳しいものの、このところ持ち直しの動きがみられる。

（前月とかわらず）

◇平成２２年版厚生労働白書   ８月２７日（金）厚生労働省発表 

・厚生労働行政への信頼を回復し、国民目線での業務体制へ

・「参加型社会保障（ポジティブ・ウェルフェア）」は経済成長の基盤をつくる未来への投資

雇用分野  

トランポリン型社会に向けた、求職者の状況に応じた個別性の高い支援

仕事と家庭の二者択一構造の解消のためのワークライフバランス

「最近の統計調査結果から」は、当機構ホームページにも掲載しています。 

また、労働経済に関する指標をコンパクトにまとめた「主要労働統計指標」も作成していま

す。 https://www.jil.go.jp/kokunai/statistics/index.html 

独立行政法人 労働政策研究・研修機構 調査・解析部 
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